
主　催 非線形経済理論研究会 村上　弘毅　幹事

共　催

日　時 2023年4月26日(水) 15:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 中国政治経済研究部会 杜崎　群傑　主査

共　催

日　時 2023年5月19日(金) 13:00～16:20

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 経済政策研究部会 飯島　大邦 主査

共　催

日　時 2023年5月19日(金) 13:00～16:20

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 経済政策研究部会 飯島　大邦　主査

共　催

日　時 2023年5月20日(土) 10:20～17:30

場　所 FORESTGATEWAY HALL

テーマ

報告者

参加人数

主　催 人口・労働・社会保障研究部会 松浦　司　主査

共　催

日　時 2023年5月26日(金) 16:30～18:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 金融システム研究会 近廣　昌志　幹事

共　催

日　時 2023年5月31日(水) 15:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 現代企業制度研究部会 井村　進哉

共　催

日　時 2023年5月31日(水) 15:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 国際経済研究部会 阿部　顕三　主査

共　催

日　時 2023年6月3日(土) 15:00～17:00

場　所 中央大学後楽園キャンパス6号館4階6426教室

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 社会会計研究会 丸山　佳久　幹事

共　催

日　時 2023年6月11日(日) 14:00～15:40

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 非線形経済理論研究会 村上　弘毅　幹事

共　催

日　時 2023年6月21日(水) 15:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 現代政策研究会 瀧澤　弘和　幹事

共　催

日　時 2023年7月4日(火) 13:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

主　催 非線形経済理論研究会 村上　弘毅　幹事

共　催

日　時 2023年7月19日(水) 15:00～16:30

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 現代政策研究会 瀧澤　弘和　幹事

共　催

日　時 2023年7月21日(金) 10:00～11:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 国際経済研究部会 阿部　顕三　主査

共　催

日　時 2023年7月22日(土) 15:00～17:00

場　所 中央大学後楽園キャンパス6号館4階 6405教室

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 社会会計研究会 丸山　佳久　幹事

共　催

日　時 2023年7月29日(土) 14:45～17:45

場　所 オンライン会議システム(Zoom)

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 非線形経済理論研究会 村上　弘毅　幹事

共　催

日　時 2023年7月31日(月) 15:00～16:30

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 人口・労働・社会保障研究部会 松浦　司　主査

共　催

日　時 2023年8月4日(金) 15:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 増価蓄積経済研究会 赤羽　淳　幹事

共　催

日　時 2023年8月10日(木) 15:00～17:00

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

テーマ

報告者

参加人数

主　催 アジア経済圏研究会 小森谷　徳純　幹事

共　催

日　時 2023年9月1日(金) 16:00～17:30

場　所 中央大学後楽園キャンパス3号館3309教室

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 フランス経済社会研究会 宮本　悟　幹事

共　催

日　時 2023年9月11日(月) 13:00～15:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 国際経済研究部会 阿部　顕三　主査

共　催

日　時 2023年10月7日(土) 15:00～17:15

場　所 中央大学後楽園キャンパス6号館6405教室

①山岸　圭輔　氏（内閣府経済社会総合研究所研究官室 デジタルユニット上席主任研究官）
②萩野　覚　氏（内閣府上席主任研究官兼総務省統計委員会担当室長）

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Webex)

公開研究会

公開研究会

公開研究会

なし

21名

なし

なし

都市部移転は生活満足度を高めるのか－中国CFPSデータに基づく実証分析

郭 訳臨　準研究員（中央大学大学院経済学研究科博士課程後期課程）

7名

近年、中国では都市化水準が上昇しており、農村部戸籍から都市部戸籍閉店する住民の数が増加している。都市化水準の
上昇と同時に、中国における幸福度も高まっている。この2 つの背景の間には因果関係があるのか。特に、農村住民が都
市部へ戸籍移転したことで、生活満足度の向上につながるのだろうか。本研究は、これらのリサーチクエスチョンを解明
するために、実証的な研究に基づき、農村部から都市部への戸籍移転は生活満足度に影響を与えるかどうかを明らかにす
ることが目的である。
本研究では、実際に中国で戸籍移転した農村住民に対してインタビューを行う事例分析、及び 2010 年から 2018 年の中
国家計追踪調査（CFPS）のデータを用いた実証分析を行なった。その結果、住民の農村部戸籍から都市部戸籍への移転は
生活満足度に有意な正の影響を及ぼすことが明らかになった。また、異質性分析の結果から、以下の結果が得られてい
る。すなわち、(1) 年齢別において、若年層では負の影響で有意性がなかったが、中年層では正の影響で有意な結果と
なった。(2) 収入別と負債別において、高収入・無借金・無住宅ローンは住民の生活満足度を大幅に高めることが明らか
になった。(3) 戸籍移転後でも、個人の収入や起業行動から生活満足度に対する評価の度合いが変わる。(4) 将来に対し
て自信を持ち、楽観的な態度を持つことは生活満足度の上昇につながる。一方で、物質的な面をより重視する人は、生活
満足度が他人より低く感じる傾向があることがわかった。
本研究で得た研究結果は、関連分野の学術研究に新たな視点を提供しただけでなく、政府の政策においても一定の参考価
値を与えるものである。また、実証分析の結果から得られた示唆に基づき、農村部戸籍から都市部戸籍へ移転した住民が
生活に対する満足度を維持させ、そして向上させるために、筆者が考えた提言をいくつか挙げている。

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Zoom)

日本版CBDC（デジタル円）とデジタル給与の展望

Financial Literacy Among Microfinance Borrowers: Evidence from a Household Survey in Cambodia

Samreth Sovannroeun氏（埼玉大学人文社会科学研究科准教授）

7名

Financial inclusion can play an important role in reducing poverty and improving people’s living standards
in developing countries. Microfinance has significantly contributed to financial inclusion in Cambodia, but
issues like the high debt burden among borrowers, especially those with inadequate financial literacy, have
emerged. Borrowers with inadequate financial literacy often underestimate loan repayments and borrow at high
interest rates for consumption and unproductive uses. Understanding financial literacy among microfinance
borrowers in Cambodia is important for policy implications. Using data and information from a household
survey in 2021, our study examines the financial literacy landscape among microfinance borrowers in Cambodia
and explores factors influencing their financial literacy levels, focusing on their and their household’s
characteristics. The findings aim to provide insights for enhancing financial literacy and financial
inclusion in Cambodia. From our analysis, we confirm (1) a positive correlation between years of general
education and financial literacy; (2) an association between poor households and lower financial literacy;
and (3) a link between higher social capital (social networks within communities) and higher financial
literacy.

長内　智　氏（大和総研金融調査部主任研究員）

19名

CBDCとデジタル給与について、次のような報告があった。
（１）デジタルマネーにおけるCBDCの位置づけをしたうえで、バハマやカンボジアで発行が始まっていることなど、世界
における進捗状況の紹介があった。
（２）日銀の取組姿勢を示したうえで、発行に向けての課題や問題点が説明された。
特に、預金からCBDCへの資金シフトに対する保有上限の設定の必要性、決済・送金ビジネスとの競合について、デジタル
バンクランの危険性、日本でのキャッシュレス決済ではポイントや割引が重視されるため、必ずしも資金移動業者に全面
的な逆風にならないことなど興味深い指摘がなされた。
さらに、金融・決済システムの効率性や金融政策の有効性を高める手段になりうるかが取り上げられた。CBDCが十分普及
せず、預金や現金と併存する状況下では、コスト面のメリットがあまり期待できないこと、小規模の金融機関ほどCBDC対
応の負担が重くないやすいこと、CBDCへのマイナス金利政策は効果が薄いことなどが示された。
（３）今年4月から解禁になったデジタル給与について、その仕組みと普及への課題が説明された。
　今回のデジタル給与は、資金移動業者の口座に給与を振り込むというもので、労働者にとっては給与の受取手段の選択
肢が広がった。しかし、労働者、企業など、それぞれに長所と短所があり、デジタル給与払いが普及し、キャッシュレス
化が進展するには時間がかかるとのことであった。

なし

なし

Impact of Delays in Policy Implementation on Economic Stability under Sticky Prices

都築　栄司　客員研究員（南山大学教授）

4名

This study extends the New Keynesian model to examine the impact of delays in monetary policy implementation
on economic stability. The extant literature indicates that if a central bank delays its response to the
inflation rate, this policy lag may increase the number of positive roots in the model economy, implying that
a time lag associated with inflation-targeting policy causes instability or eliminates indeterminacy.
However, cases where a central bank considers multiple target variables but only one of them has a lag have
not yet been examined. We analyze the case in which the inflation rate and output are the target variables of
policy intervention, wherein a delay occurs in the central bank's response to output. We demonstrate that a
policy lag may increase the number of negative roots in the dynamic system, implying that instability rather
than indeterminacy may be eliminated by a policy lag.

専修大学「国民経済計算研究会」

① 2025SNA(仮称)に向けたデジタル経済の計測に関する調査研究：データの資本としての記録方法について
② デジタル経済統計の整備について

公開研究会

公開研究会

公開研究会

Bruce Brown　氏（California State Polytechnic University　Professor）

7名

“Ricardian Equivalence” is the strong proposition that debt financed government spending is “equivalent”
to tax financed spending because taxpayers increase their savings in anticipation of higher future taxes.
This notion was proposed by David Ricardo (although Hakes and McCormick (1996) show Adam Smith mentioned it
earlier), and rediscovered by Robert Barro in 1976. Barro believed this proposition relevant for modern US
policymaking, a view contrary to that of other prominent economists.
This issue highlights the important, if under-appreciated, point: that an economic model’s relevance for the
real world is situation-dependent. This paper will explain how conditions in which one would expect savings
to be affected by deficit spending are much closer to those in Ricardo’s time, than at the present.
This paper also pursues another methodological point: how theoretical advances can be spawned in reaction to
dissatisfaction with existing theories. Before focusing on models based on rationality and market clearing,
Barro had worked with Herschel Grossman on disequilibrium models based on inflexible prices. His subsequent
embrace of rational expectations methodology was likely a reaction to frustration with those models.
Similarly, as a graduate student at the University of Rochester, Richard Thaler found models he was taught,
based on hyper-rational agents, produced implications profoundly at odds with his real world observations.
This inspired Thaler to aggressively pursue alternatives derived from findings from Psychology. Thus,
prominence of Ricardian Equivalence and Rational Expectations methods in the 1980s likely spurred on the
development of Behavioral Economics.

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

なし

①The Universal Commons and More-than-human Property
②‘Commoning’ resources and values at Kinosaki Onsen: Lessons from ‘collective actions’ under the lead of
Japanese long-lived family firms

①Carsten Herrmann-Pillath氏（Max Weber Kolleg, Erfurt University Permanent Professor)
②Dr. Sigrun C. Caspary（ウィッテン・ヘルデッケ大学、ウィッテン・ファミリービジネス研究所 senior researcher）

20名

中央大学多摩キャンパスグローバル館GG504・オンライン会議システム(Webex)

公開研究会

なし

存在維持・知覚運動循環・人間行動を繋ぐ自由エネルギー原理

乾　敏郎　氏（京都大学名誉教授）

7名

カール・フリストンにより「脳の大統一理論」として提唱された自由エネルギー原理の日本におけるほとんど唯一の紹介
者である乾敏郎先生に，自由エネルギー原理の基本的な部分をご教示いただいた．今回は生物学的な側面からではなく，
数理的な側面からの「常道」に即して，お話しいただいた．
自由エネルギー原理のすごいところは，外界の知覚だけでなく，内部感覚や感情に関するほとんどすべてが統一的に説明
できることである．今日では，かなり広い分野で応用がなされており，意思決定理論においては，かなり経済学に近いと
ころでの応用の可能性が高くなっている．
また，別名では「能動的推論」とも呼ばれるように，人間の認識と行動の両方を同時に説明することを提起した初めての
理論でもある．行動はサプライズを最小化する役割を果たしているのである．この理論的枠組みでは，外界と相互作用を
しながら，エントロピー増大則に抗して秩序を維持する，あらゆるシステムの数理が包摂可能である．
 ゲーム理論にもとづく制度論，ゲームの実験などの観点から，乾先生に対して，数々の質問が投げかけられ，きわめて刺
激の多い研究会となった．

概　要

Carsten Herrmann-Pillath
現代資本主義の抱える問題(とりわけ生物多様性の問題)に対処するために，報告者はUniversal Commonsへの所有レジーム
の転換を提案する．生物多様性の問題に対処するには，既存の経済学者の対処方法は人間中心主義的であり，これを超え
る必要がある．
ただし，これまで考えてきた経済学者がこれまで行ってきた財産権に関する研究は極めて有用であり，ownership，
property, possessionの3つの概念を明確に切り分けて問題に対処することができる．土着の土地利用は水平的なものであ
り，土地は関係的でアイデンティティと結びついており，多元的存在論を有しているが，これをownershipと位置づける．
これに対して，propertyは主体と対象の垂直的な関係で，市場取引と関するものと位置づける．さらにpossessionは実際
の土地利用である．
このように整理した上で，この3つのモードを混合し，異なる行為主体性に対応させる．現在の土地所有者には事実上の土
地使用権を与えるものの，土地全般の管理の権利はproperty holderに与えるようにする．Property holderはtrustの形態
を持つ主体であり，動物やその他のnon-humanに対するstewardshipをも引き受けて意思決定する．
以上は市場経済を前提とするものであることが強調された．
  発表後は，オンライン参加者も含めて多様な議論が展開された．とりわけ，宇沢弘文の「社会的共通資本」の考え方と
の関係についての質疑応答がなされた．
Dr. Sigrun C. Caspary
報告者は日本人研究者と共同で日本の家族経営(family business)の研究を行っているが，その過程において，城崎温泉で
家族経営が温泉を中心とするコモンズの管理に非常に重要な役割を果していることを発見する．そこで，城崎温泉の当事
者たちに対してかなり広範なインタビューやフィールド調査を行うこととなった．本報告ではコモンズの理論をサーベイ
した上で，城崎温泉におけるコモンズの管理がどのようになされているのかを理論的に説明したうえで，その独自性につ
いて報告がなされた．
  コモンズの概念は当初は自然資源を中心に展開されたが，現在ではそれに留まらない広さを有して適用されるように
なったこと，また近年ではコモンズに関与する主体の「行い」に焦点が置かれるようになっており，Commoningという語が
提案されていることが紹介された．城崎温泉のケースにおいても，まさに日常的な人々のネットワークの動きによって，
温泉という自然資源に留まらない，広い意味でのコモンズの管理が行われていることが観察できるため，commoningという
語が当てはまる．
 エリノア・オストロムのコモンズ管理が成功する8つの条件に沿って，それらが城崎温泉においても満たされていること
が確認されたが，同時に，オストロムの理論ではそれが必ずしも人的ネットワークによって実現されているわけではな
い．城崎温泉のケースは(1)日常的な人的ネットワークによっていること，(2)自然資源を超えた，より広いコモンズの維
持が行われており，温泉それ自体はその一部でしかないこと，を示している．
 発表後，活発な議論が行われた．

なし

On Ricardian Equivalence and the Equivalence of Ricardo

公開研究会

河野　正道　氏（三菱UFJ銀行顧問、前OECD事務次長／元金融庁審議官）

35名

「現下の国際金融情勢」
１． 今回金融波乱の背景として次の点を指摘した。
（1）インフレ抑制のための金融緩和の修正
（2）技術革新による預金流出加速
（3）金融不祥事続発と金融機関への信認低下
（4）預金者・個人投資家の知識不足
２．今回金融波乱の原因と対策について次の点を指摘した。
（1）経営の失敗
（2）監督の失敗（特に、中小/地方銀行に対する監督不備）
（3）規制の不備
（4）預金制度の不備
 (5)破綻処理制度の欠陥
 (6)資本バッファーの強化
３．今後の見通しについて次のように述べた。
　　市場の安定には、ある程度の時間が必要である。

専修大学「国民経済計算研究会」

製造委託の記録方法の変更がGDP統計に与える影響～日本の製造業の実証分析

則竹　悟宇　氏（立教大学大学院経済学研究科経済学専攻博士後期課程）

17名

2023年6月11日に、専修大学神田キャンパスにて、社会会計研究会（第2回）を開催した。今回は専修大学国民経済計算研
究会との共催となった。講演者および講演テーマは以下のとおり。
テーマ：「製造委託の記録方法の変更がGDP統計に与える影響～日本の製造業の実証分析」
報告者：立教大学大学院経済学研究科経済学専攻博士後期課程　則竹 悟宇氏
SNA統計の実務に携わる官庁エコノミストを中心にした講演であり、現地15名、オンライン2名という非常に盛況な研究会
となった。具体的には、貿易統計と国際収支統計、モノの流れと所有権・知的所有権、国内完結とクロスボーダー、製造
委託とOEM等、国内の基礎的統計の関係を整理する内容であった。

専修大学神田キャンパス7号館763教室・オンライン会議システム(Zoom)

公開研究会

現下の国際金融情勢

金融システム研究会

①金融システムと地域通貨―貨幣論の新展開の可能性―
②損害保険における算定会料率の歴史的意義

①井村　進哉　研究員（経済学部教授）
②菅野　啓一　準研究員（中央大学院経済学研究科博士課程後期課程）

8名

第１報告では，井村進哉氏より，地域通貨の存在および流通に関わる論拠について複数の研究面での視点を提供していた
だいた。特に，貨幣論および地域経済の枠組みからの視点は特に有意義であった。韓国の地域通貨「Inchen Eum」や日本
の飛騨高山市における地域通貨事業の取組みの位置付けを中心とする事例研究から，伝統的な信用貨幣システムとの関係
性を明確にすることで，貨幣論の進展が期待できることが明らかになった。
第１報告については，質疑応答も活発にされ，フロア参加者からは，資本の運動との関連，地域通貨プラットフォームと
の関連などについての視点が提供されたこと，並びに納税時の法定通貨との交換性についての視点も提供され，報告者を
中心に議論が進展した。
第２報告では，管野啓一氏より，損害保険の算定会料率についての研究報告がなされた。当該報告では，算定会の存在が
損害保険業界に産業の育成等のために必要であったことや，占領期からの経緯と共に歴史的な意義が説明された。保険金
支払いが増大する昨今に対する課題についても，地震保険の政府介入を事例にして紹介された。
　第２報告についても，活発な質疑応答がなされ，市場原理の担保に関する質疑，米国からの圧力に関する質疑がなされ
た。また，国ごとに損害保険の在り方が異なる為，比較研究の難しさなどについても説明された。金融システムを支える
重要なプレイヤーを抱える損害保険業界の今後を考えさせられる研究報告であった。
　以上，第１回金融システム研究会は，現代企業制度研究会の共催として無事に実施された。今回の研究会の内容は，次
回以降の研究会と併せて活用する。

公開研究会

公開研究会

公開研究会

①井村　進哉　研究員（経済学部教授）
②菅野　啓一　準研究員（中央大学院経済学研究科博士課程後期課程）

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Zoom)

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Zoom)

8名

第１報告では，井村進哉氏より，地域通貨の存在および流通に関わる論拠について複数の研究面での視点を提供していた
だいた。特に，貨幣論および地域経済の枠組みからの視点は特に有意義であった。韓国の地域通貨「Inchen Eum」や日本
の飛騨高山市における地域通貨事業の取組みの位置付けを中心とする事例研究から，伝統的な信用貨幣システムとの関係
性を明確にすることで，貨幣論の進展が期待できることが明らかになった。
第１報告については，質疑応答も活発にされ，フロア参加者からは，資本の運動との関連，地域通貨プラットフォームと
の関連などについての視点が提供されたこと，並びに納税時の法定通貨との交換性についての視点も提供され，報告者を
中心に議論が進展した。
第２報告では，管野啓一氏より，損害保険の算定会料率についての研究報告がなされた。当該報告では，算定会の存在が
損害保険業界に産業の育成等のために必要であったことや，占領期からの経緯と共に歴史的な意義が説明された。保険金
支払いが増大する昨今に対する課題についても，地震保険の政府介入を事例にして紹介された。
　第２報告についても，活発な質疑応答がなされ，市場原理の担保に関する質疑，米国からの圧力に関する質疑がなされ
た。また，国ごとに損害保険の在り方が異なる為，比較研究の難しさなどについても説明された。金融システムを支える
重要なプレイヤーを抱える損害保険業界の今後を考えさせられる研究報告であった。
　以上，第１回金融システム研究会は，現代企業制度研究会の共催として無事に実施された。今回の研究会の内容は，次
回以降の研究会と併せて活用する。

なし

現代企業制度研究部会

①金融システムと地域通貨―貨幣論の新展開の可能性―
②損害保険における算定会料率の歴史的意義

6名

Samuel Jung氏により、２つの報告が行われ、各報告のあとで質疑応答を行った。各報告はそれぞれ約1時間、質疑応答は
それぞれ約30分程度行われた。
(1)　第1報告の前半では、中国における消費と支出の不平等に焦点を当て、これらの不平等に対して金融の発展がどの程
度貢献するかについて詳細な分析結果が報告された。先行研究の主要な結論を踏まえて不平等に影響を与える要因を整理
し、不平等の尺度を説明し、計量モデルを構築するというオーソドックスな手法に基づき、金融仲介機能の発展が支出不
平等を高める一方、消費不平等を下げるという興味深い結果が示された。報告の後半では、関連するテーマとして、経済
特区のスピルオーバー効果（外部経済効果）が直接的には地域経済の発展に、間接的には消費・支出不平等にどれだけ影
響を与えたかを分析するために空間モデルが紹介され、その計量モデルに基づく分析結果が幾つか提示された。
(2)　第2報告では、米国の州レベル・データを使って、住宅価格と所得の関係が安定しているかどうかについての詳細な
分析結果が報告された。報告では、先行研究、方法論、データの整理・紹介のあと、6つの異なるテストに基づく計量分析
結果が提示された。結論では、沿海州や高成長の州では所得以上に住宅価格の変動が大きいこと、住宅価格と所得の間で
は信頼しうる関係性がないこと、所得に対する住宅コストの比率が低下するとGDPが増加し、低所得労働者が高成長地域に
移動する機会が増える可能性があることなどが提示された。
(3)　報告後の質疑では、参加者から個別の熱心な質問を提出され、報告者との間で活発な意見の交換が行われた。例え
ば、中国や米国の事例に基づく比較研究が示唆されるが、これに韓国や日本を加えると興味深い国際比較研究になるので
はないかとか、日本では住宅価格・所得比率についての一定の関係性が存在すると信じられているが、こうした事例も分
析されると良いのではないかといったことが提起された。（文責：谷口洋志）

経済政策研究部会（主査：飯島　大邦）

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Webex)

公開研究会

10名

The gender education gap is reversed with economic development. This paper proposes
a theory explaining this occurrence. Their superior physical strength enables men
to obtain sufficient earnings without educational qualifications, which discourages them
from acquiring education. In contrast, their heavier childcare burden discourages women
from acquiring education as it lowers their rate of return from education. Whether men
or women acquire more education depends on which effect is dominant. The calibrated
model accounts for an important share of observed trends in the gender education gap,
gender wage gap, college wage premium, and fertility in the United States.

なし

Fertility Decline and the Reversal of Gender Education Gap

安井　大真　氏（京都大学准教授）

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Webex)

公開研究会

経済研究所
公開研究会等の記録 2023年度

Goodwin and Household Credit Cycles

Yun　Kyu　Kim　氏（University of Massachusetts Boston　Associate Professor）

４名

なし

How does demand matter for growth in Emerging Market Economies (EME’s)? How has the nature of growth, and
the drivers of growth changed in EME’s after the 2008 financial crisis, and what is the role of debt and
finance in this regard? The present article identifies and highlights the role of debt and demand in the
growth of 20 EME’s. It contributes both to the post-Keynesian literature on growth models and the
macrofinance literature which looks at the real effects of debt on growth. The chapter uses sectoral national
and financial accounts to identify the sources of demand and the drivers of growth. Local projections are
used to estimate
the dynamic impact of an increase in net lending of a sector on output growth to understand which sectors
contribute to demand formation and output growth.

・The Role of Financial Development in Consumption and Expenditure
　Inequality: Evidence from China
・The Home Price-Income Relationship for US States

公開研究会

概　要

当初のプログラムは、以下のようになりますが、当日、報告者の成田悠輔氏が体調不良のため欠席となりました。そのた
め、内容を一部変更し、二人の方の報告後、二人、司会との間の討論を行い、その後、参加者からの質疑応答を行いまし
た。内容については、要旨のファイルを添付致します。

【10：20〜12：20】 FOREST GATEWAY CHUO 3 階 HALL
共通論題セッション１（共催：中央大学 経済研究所）
データ分析のフロンティアからの経済政策の可能性（講演）
司会 松八重 泰輔（中央大学）
講演 1 10：20〜10：50
「サプライチェーンに内在した環境問題の地図上での可視化と GIS データの政策研究への応用」
 講演者 金本圭一朗 (総合地球環境学研究所･東北大学)
講演 2 11：00〜11：30
「データ空間の幾何学的特徴に着目した新しい解析手法」
講演者 小林景（慶應義塾大学）
講演 3 11：40〜12：10 【オンライン講演】
「自然実験としてのアルゴリズム:機械学習・市場設計・公共政策への統一アプローチ」
 講演者 成田悠輔 (経済産業研究所，イェール大学，半熟仮想株式会社)

【14：30〜16：40】 FOREST GATEWAY CHUO 3 階 HALL
共通論題セッション２（共催：中央大学 経済研究所）

更新されつつある世界観と経済学/経済政策（講演）
司会 瀧澤弘和（中央大学）
講演 1 14：30〜15：00
「人工知能がもたらす新しい世界像——『相対化する知性』から」
 講演者 西山圭太（東京大学）
15：00〜15：20
コメント 1：松尾豊(東京大学)
コメント 2：小林慶一郎(慶應義塾大学)
 コメント 3：瀧澤弘和（中央大学）
講演 2 15：20〜15：50
「新しい世界像から経済学・経済政策を再考する」
 講演者 西山圭太（東京大学）
講演 3 15：50〜16：10
「伝統的経済学で見逃されてきた経済の複雑性」
 講演者 瀧澤弘和（中央大学）
16：10〜16：30
コメント 1：松尾豊(東京大学)
コメント 2：小林慶一郎(慶應義塾大学)
コメント 3：冨山和彦(IGPI グループ)
コメント 4：西山圭太（東京大学）
コメント 5：瀧澤弘和（中央大学）

【16：30〜16：40】 休憩

【16：40〜17：30】 FOREST GATEWAY CHUO 3 階 HALL
共通論題セッション 3（共催：中央大学 経済研究所）
更新されつつある世界観と経済学/経済政策（パネルディスカッション）

コーディネーター 瀧澤 弘和（中央大学）
パネリスト 西山圭太（東京大学）
 松尾豊（東京大学）
 小林慶一郎（慶應義塾大学）
 冨山和彦（IGPI グループ）
福重元嗣（大阪大学）
小澤太郎（慶應義塾大学）

日本経済政策学会

「データ分析のフロンティアからの経済政策の可能性」
①サプライチェーンに内在した環境問題の地図上での可視化とGIS データの政策研究への応用
②データ空間の幾何学的特徴に着目した新しい解析手法
③自然実験としてのアルゴリズム:機械学習・市場設計・公共政策への統一アプローチ

「更新されつつある世界観と経済学/経済政策」（講演）
④人工知能がもたらす新しい世界像——『相対化する知性』から
④新しい世界像から経済学・経済政策を再考する
⑤伝統的経済学で見逃されてきた経済の複雑性

「更新されつつある世界観と経済学/経済政策」（パネルディスカッション）

①金本圭一朗　氏 (総合地球環境学研究所･東北大学)
②小林景　氏（慶應義塾大学）
③成田悠輔 氏(経済産業研究所，イェール大学，半熟仮想株式会社)
④西山圭太　氏（東京大学）
コメント1：松尾豊　氏(東京大学)、コメント2：小林慶一郎　氏(慶應義塾大学)、
コメント3：瀧澤弘和　研究員(中央大学経済学部）

⑤瀧澤　弘和　研究員
コメント1：松尾豊氏、コメント2：小林慶一郎　氏
コメント3：冨山和彦　氏(IGPI グループ)、コメント4：西山圭太氏、コメント5：瀧澤弘和　研究員

パネルディスカッション：コーディネーター 瀧澤弘和 研究員
パネリスト 西山圭太　氏、 松尾豊　氏、 小林慶一郎　氏、 冨山和彦　氏（IGPI グループ）
福重元嗣　氏（大阪大学）小澤太郎　氏（慶應義塾大学）

150名

公開研究会

公開研究会

中国政治経済研究部会（主査：杜崎　群傑）

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Webex)

・The Role of Financial Development in Consumption and Expenditure
　Inequality: Evidence from China
・The Home Price-Income Relationship for US States

Samuel M.Jung氏(ニューヨーク州立大学コートランド校助教授)

6名

Samuel Jung氏により、２つの報告が行われ、各報告のあとで質疑応答を行った。各報告はそれぞれ約1時間、質疑応答は
それぞれ約30分程度行われた。
(1)　第1報告の前半では、中国における消費と支出の不平等に焦点を当て、これらの不平等に対して金融の発展がどの程
度貢献するかについて詳細な分析結果が報告された。先行研究の主要な結論を踏まえて不平等に影響を与える要因を整理
し、不平等の尺度を説明し、計量モデルを構築するというオーソドックスな手法に基づき、金融仲介機能の発展が支出不
平等を高める一方、消費不平等を下げるという興味深い結果が示された。報告の後半では、関連するテーマとして、経済
特区のスピルオーバー効果（外部経済効果）が直接的には地域経済の発展に、間接的には消費・支出不平等にどれだけ影
響を与えたかを分析するために空間モデルが紹介され、その計量モデルに基づく分析結果が幾つか提示された。
(2)　第2報告では、米国の州レベル・データを使って、住宅価格と所得の関係が安定しているかどうかについての詳細な
分析結果が報告された。報告では、先行研究、方法論、データの整理・紹介のあと、6つの異なるテストに基づく計量分析
結果が提示された。結論では、沿海州や高成長の州では所得以上に住宅価格の変動が大きいこと、住宅価格と所得の間で
は信頼しうる関係性がないこと、所得に対する住宅コストの比率が低下するとGDPが増加し、低所得労働者が高成長地域に
移動する機会が増える可能性があることなどが提示された。
(3)　報告後の質疑では、参加者から個別の熱心な質問を提出され、報告者との間で活発な意見の交換が行われた。例え
ば、中国や米国の事例に基づく比較研究が示唆されるが、これに韓国や日本を加えると興味深い国際比較研究になるので
はないかとか、日本では住宅価格・所得比率についての一定の関係性が存在すると信じられているが、こうした事例も分
析されると良いのではないかといったことが提起された。（文責：谷口洋志）

Samuel M.Jung氏(ニューヨーク州立大学コートランド校助教授)

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室４

国連ほかOECD,IMFなど5つの国際機関が共同して2025年を目途に、現行の2008年版国民経済計算（System of National
Accounts：SNA）の改定作業を進めている．山岸氏と萩野氏の報告は、改定における主要課題の1つになっている経済のデ
ジタル化への対応について、我が国のSNA整備に関わる機関の担当者としての立場から、我が国における改定に向けた現在
の進捗状況を、国際比較を交えて報告したものである．
山岸報告では、デジタル化、情報化社会の進展で各種の経済活動でデータが重要な生産要素となっていることから、SNA改
定ではデータを生産資本、固定資本として記録することが勧告される見込みであるため、それに対応する我が国の取り組
みが紹介された．本年4月には資本化に向けての論点整理をしたGuidance noteが採択されたが、現時点ではまだ統一した
推計方法が確立していないため、国際的な推計方法の確立に向けて内閣府が実施した試算結果の概要が報告された．
萩野報告は、デジタル経済に関する統計整備の主要課題として、①デジタル産業・生産物の把握とデジタルSUTの作成、②
電子商取引の統計的把握、③デジタルトランスフォーメーションの実態把握の３つの課題について、OECDによる「デジタ
ルSUTガイドライン」に対応する我が国の取り組み状況と今後の課題を中心に報告した．
両報告とも、SNA改定に向けて我が国で現在進行中の新領域開発の取り組みを論じたことから活発な質疑が行われ、予定時
間を４０分超過して終了した．

なし

Limited Liability and Legal Entities

なし

なし

新エネルギー車成長期における中国企業とトヨタの競争力

垣谷　幸介　氏（元トヨタ自動車主幹）

8名

Travis Ng　氏（香港中文大学准教授）

4名

Travis Ng准教授 (香港中文大学APEC 研究センター長を兼任) によって報告された研究の核となる「問い」は、次のよう
なものであった: なぜ米国の連邦最高裁は、ベストフーズの子会社による公害に関して、有限責任を適用し、親会社の責
任を認めなかったのか？また、この全会一致の判決は、近隣住民が化学薬品で汚染された水によって健康被害を受けてい
ることへの裁判官の無関心を反映したものなのだろうか？
　この研究報告では、無関心を反映したものではなく、明示されていない合理的な理由に基づく結果であった可能性を、
経済理論的にしめしている。親会社から独立した企業・個人に事業譲渡が行われる可能性を考慮すると、親会社に子会社
がもたらした損害（環境汚染や製造物瑕疵など）の責任を負わせることは、次のような不測の事態を招くことになる。つ
まり、子会社を、有限責任によって法的に守られている独立した買い手に売却（事業譲渡）することである。この場合、
親会社に責任を負わせることで被害者を保護するということはできず、また被害を事前に食い止めるインセンティブ・メ
カニズムも機能しない。
　具体的に、潜在的な子会社の買い手が、親会社と同じ資本（資金調達）コストに直面するならば、親会社への責任を認
めることは、近隣の被害者にとって便益がないことを理論的に示した。特に、事故や損害発生の確率が高いため、新たな
買い手が、元のオーナーである親会社より高い資本コストに直面する場合は、被害者はより深刻なダメージをうけること
も示された。

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Webex)

公開研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

概　要

議事次第
　報告者　自己紹介
　報告「新エネルギー車成長期における中国企業とトヨタの競争力」
　議論
【報告内容（要旨）】
中国のNEV市場は、8規制都市中心から地方都市での普及、法人需要から個人利用へ、高級車と
低価格車の二極化から小型車中心の市場へシフト、４S店は直販方式（テスラ型）ではなく「体験型１S式」へ、乗用車も
三元系より安価なリン酸鉄極材へシフトなど、急激な市場変化が起こり、中国国産乗用車市場に占めるNEV比率は、25％
（2022年）、民族系比率は50％弱(2022年）と、なっている。➢ 新興NEVメーカーの優勝劣敗が起こり、現時点では。小鵬
（Xpeng）、理想汽車（Liオート）、蔚来（NIO)の3強に加え、合衆汽車（NETA)と零跑（Leap Motor）が、勝ち組となって
いる。電池メーカーは、グローバルには中韓日でほぼ独占しており、中でもCATL筆頭に、中国メーカーが優位。NEV専業
メーカーは、大幅な赤字決算が続いており、業績好調な電池メーカーとは対照的。そのため、自動車メーカーの垂直統合
への戦略変更が、活発化している。中国の自動車輸出は急拡大し、輸出先は、中南米中心の新興国（＋アジア）と、欧州
に。欧州向けは、NEV輸出が中心となっている。またNEV輸出は、テスラなど欧米ブランドのみならず、中国ブランドも台
頭しつつある。欧州市場では、中国からのNEV輸入のみならず、電池の現地生産も進んでいる。また中国の電池メーカー
は、欧米系自動車メーカーへの供給も、進行している。中国の自動車メーカー及び電池メーカーは、「販売（輸出）→現
地生産→研究開発」の国際化を、順序的かつ累積的に進行しており、急速に国際競争力を高めていると、考察できる。
ZEV/NEV産業において、今後「中国異質論」から「中国脅威論」へ変化する可能性がある。
【残された課題】
本研究は、中国NEV市場を考察し、NEV自動車メーカーと車載電池メーカーの国産競争力の初歩的な考察を試みたに過ぎな
い。よって今後の課題として、塩地編著（2008）、塩地・田中編著（2020）を踏襲しつつ、東アジア（特に日中韓）の生
産国基準、メーカー基準での分析、貿易特化係数、商品交換条件での分析を試みることで、自動車産業とZEV/NEV産業の同
一点、相違点を明らかにする。上記を時系列に追うことによって、競争優位がどのように変遷したのか、明らかにする。

①遊牧民が引き起こした組織編成原理の転換
②中川テーゼから見た文明と野蛮

①中川　洋一郎　客員研究員（中央大学名誉教授）
②三富　照久　氏（中央大学 文学部非常勤講師）

7名

第1報告では、中川洋一郎先生より、「遊牧民が引き起こした組織編成原理の転換」に関する壮大な仮説の解説がなされ
た。「ヒツジ化」をキーワードに、①ヒトと動物から成る組織の出現、②「ヒツジ化」という世界観の開発・熟成、③世
界の征服・支配、という三段階の歴史的展開が示された。
　第2報告では、三富輝久先生より、「中川テーゼから見た文明と野蛮」に関する詳細な解説がなされた。研究対象は中川
洋一郎先生による一連の研究であり、人類史における遊牧原理の重要性を、農耕原理との対比の中で論じられた。
　いわゆる「コロナ禍」の時期にオンラインによる公開研究会を実施してきた経験を活かして、今回は、多摩キャンパス
における対面と、Webexによるオンラインの、ハイブリッド開催となった。そのため、名古屋からオンラインで参加された
遠方の方も含めて活発な質疑応答がなされ、有意義な研究会となった。



テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 人口・労働・社会保障研究部会 松浦　司　主査

共　催

日　時 2023年11月7日(火) 17:00～18:40

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 経済政策研究部会 飯島　大邦　主査

共　催

日　時 2023年11月11日(土) 13:00～14:30

場　所 オンライン会議システム(Webex)

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 社会会計研究会 丸山　佳久　幹事

共　催

日　時 2023年11月18日(土) 15:00～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 金融システム研究会 近廣　昌志　幹事

共　催

日　時 2023年11月22日(水) 15:00～17:00

場　所 中央大学茗荷谷キャンパス3階3N04会議室

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 現代企業制度研究部会 井村　進哉

共　催

日　時 2023年11月22日(水) 15:00～17:00

場　所 中央大学茗荷谷キャンパス3階3N04会議室

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 人口・労働・社会保障研究部会 松浦　司　主査

共　催

日　時 2023年11月28日(火) 17:00～18:40

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 社会哲学と経済思想史研究会 若松　直幸　幹事

共　催

日　時 2023年11月29日(水) 10:30～12:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 思想史研究会 濱岡　剛　幹事

共　催

日　時 2023年11月29日(水) 10:30～12:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 社会哲学と経済思想史研究会 若松　直幸　幹事

共　催

日　時 2023年12月4日(月) 10:00～12:00

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 アジアの環境と政策研究会 佐々木 創　幹事

共　催

日　時 2023年12月6日(水) 13:30～15:00

場　所 オンライン会議システム(Zoom)

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 人口・労働・社会保障研究部会 松浦　司　主査

共　催

日　時 2023年12月8日(金) 16:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 情報環境研究部会 伊藤　篤　主査

共　催

日　時 2023年12月8日(金) 16:00～18:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 国際経済研究部会 阿部　顕三　主査

共　催

日　時 2023年12月9日(土) 15:00～17:15

場　所 中央大学後楽園キャンパス6号館6405教室

テーマ

報告者

参加人数

主　催 ジェンダー研究会 小尾  晴美　幹事

共　催

日　時 2023年12月16日(土) 14:00～16:00

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Zoom)

テーマ

報告者

参加人数

主　催 情報環境研究部会 伊藤　篤　主査

共　催

日　時 2023年12月20日(水) 16:00～18:00

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室2

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 社会経済ミクロデータ研究会 坂田　幸繁　幹事

共　催

日　時 2024年1月6日(土) 14:00～17:00

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室２

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 空間システム研究会 中村　大輔　幹事

共　催

日　時 2024年1月22日(月) 13:00～14:30

場　所 オンライン会議システム(Webex)

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 現代政策研究会 瀧澤　弘和　幹事

共　催

日　時 2024年1月24日(水) 17:00～18:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 国際経済研究部会 阿部　顕三　主査

共　催

日　時 2024年1月24日(水) 17:00～18:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 国民生活問題研究会 松丸　和夫　幹事

共　催

日　時 2024年1月25日(木) 15:00～17:12

場　所 オンライン会議システム(Webex)

テーマ

報告者

参加人数

主　催 情報環境研究部会 伊藤　篤　主査

共　催

日　時 2024年2月5日(月) 11:00～12:00

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

テーマ

報告者

参加人数

主　催 空間システム研究会 中村　大輔　幹事

①ビッグデータによる観光入込客数の比較検証分析
②欧州におけるオンライン生活時間調査の動向―MOTUSを中心に
③社会科学としての統計理論と統計学批判？

①大井　達雄　客員研究員（立正大学データサイエンス学部教授）
②水野谷 武志　氏（北海学園大学経済学部教授）
③芳賀 寛　研究員（経済学部教授）

21名

第１報告要旨：
GPSデータを使用した観光入込客数が発表されてから10年以上経過しているものの，その内容について検証されることはほ
とんどなかった。その理由として，データが高価であり，かつ作成方法が各社によって異なるためである。そこで報告で
は比較可能なオープンデータとして，モバイルデータを活用した訪都旅行者動態調査，全国の人流オープンデータ，なら
びにデジタル観光統計オープンデータを対象に，2021年の東京都の市区町村のデータについて比較検証を行った。結果に
ついては，おおむね整合性がある一方で，一部矛盾もみられた。今後，さらに詳細な分析がもとめられる。
第2報告要旨：
欧州で広がりをみせているオンライン生活時間調査の１つであるModular Online Time Use Survey: MOTUSの動向を紹介・
検討し，日本の社会生活基本調査の方法の現状と課題を問題提起された。2012年にブリュッセル自由大学の研究所で開発
されたMOTUSは生活時間調査のオンライン収集プラットフォームで，回答者はスマートフォンの専用アプリとPCのブラウザ
で回答できる。現在，ベルギー統計局，ドイツ統計局，ハンガリー中央統計局が公的統計としての生活時間調査にMOTUSを
導入している。社会生活基本調査では2021年調査からスマートフォン・タブレットでの回答が可能になったが，これはあ
くまでも紙ベースの調査票をブラウザで再現したものである。欧州連合として調査方法の現代化を推進する中でMOTUSの導
入が広がってきている状況に鑑みると，社会生活基本調査においても，従来の紙ベースの調査設計から専用アプリの開発
を含めた調査設計の現代化を考え始める時期に来ていると言えるのではないか。
第3報告要旨：
人間社会における情報の創造・交換・共有過程の一環でもある統計の生産と利用について、主に20世紀半ばの社会科学と
しての統計理論で提示された社会観察過程および観察方法に係る諸概念との関連で省察する個人的作業の覚書きという位
置づけで報告された。報告要旨に代えてスライド資料（別掲）を提示しておく。

なし

Exploring the Potential of Secondary Cities in the Philippines

なし

Explaining Declining Business Dynamism: A Monetary Growth-Theoretic Approach

丹羽　寿美子　氏（愛媛大学講師）

5名

R&D投資にcash-in-advance (CIA)制約を導入した内生的経済成長モデルをベースとして、インフレ率の低下が、ビジネ
ス・ダイナミズムに対して、どのような影響を与えるのかということを明らかにするために、参入・退出・サバイバル活
動といった企業のライフサイクルを明示的に考慮したモデルを構築して分析を行った。先行研究で分析されている、R&D企
業の参入時におけるCIA制約だけでなく、サバイバル投資にもCIA制約を課し、市場に生き残るための投資が内生的に決定
される構造をモデル化している点が、本研究の特徴である。つまり、本研究においては、インフレ・デフレは、CIA制約を
通じて、R&Dに依存する企業参入率だけでなく、企業退出率や企業年齢の分布にも影響を与える。なお、先行研究に基づい
て、参入時の方がサバイバル投資時よりも厳しいCIA制約に直面すると仮定している。分析の結果、参入するための費用が
十分に大きい場合には、インフレ率の低下は、企業の参入率と退出率をともに減少させることを明らかにした。その結
果、企業年齢が大きい企業のシェアは増加する。つまり本研究は、参入費用が高い経済において、インフレ率の低下は、
ビジネス・ダイナミズムの停滞を引き起こす可能性があることを明らかにした。

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室2・オンライン会議システム(Webex)

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Webex)

武者　陵司　氏（武者リサーチ代表）

30名

公開講演会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

現代政策研究会（幹事：瀧澤　弘和）

Successful Publication in Q1 Journals: The Editor’s Perspective

Chun-Ping Chang（張 存炳） 氏（Shih Chien University ｟実践大学｠教授）

14名

Emerging Markets Finance and Trade，Innovation and Green Development (Scopus)等の数々の国際ジャーナルでエディ
タを務め，さらに中国やインドネシアなどの大学で研究プロジェクトのディレクターを務めている，台湾の国立中山大学
と実践大学の教授であられる張存炳先生をお招きし，いかに国際的にトップにランクづけられている専門雑誌(Q1ジャーナ
ル：トップ25パーセントのジャーナルの意味)にパブリッシュするかというテーマでお話しいただいた．
講演の構成は，(1) Impact Factor，(2) Trends in Top Journals，(3) Key points on Publishing，(4) Case Study，で
あった．
とりわけためになったのは，トップジャーナルに受理されるための，論文の各要素についての書き方の注意点を詳細にご
教示いただいたことである．たとえば，イントロダクションでは最初の2段落までに，論文がどのようなテーマを取り上げ
ているのか，独自性は何なのか，どのような結論が得られたのかを魅力的に書くことの重要性が，毎日多数の投稿論文を
篩いにかけているエディタの視点からユーモアたっぷりに語られた．
他に特に印象に残ったのは，論文のストーリーを魅力的に「売る」ことの必要性(It is critical that you sell your
story)，コラボレーションの重要性，結果を「説明する」ことの重要性，他の論文と競争しているのでスピードが重要だ
という点である．
学部生，大学院生，研究所研究員を含めて，さまざまな質問が出されたが，お忙しいにもかかわらず，丁寧に回答してい
ただき，研究会は盛会のうちに閉じることができた．

公開研究会

公開研究会

公開研究会

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Zoom)

概　要

なし

仮説、世界新秩序形成過程での国際通貨体制

日本の雇用・就業はどのように変容しているか ― コロナ禍を経て

伍賀　一道　氏（金沢大学名誉教授）

11名

なし

Supply chain and Security

公開研究会

概　要

経済研究所・国民生活問題研究会は，2024年1月25日（木）午後3時から5時までの予定で句会研究会をオンライン形式で開
催した．報告者は，学外研究者1名と本研究所客員研究員2名の合計3名であった．報告内容は，村上 英吾氏（日本大学経
済学部）より、中小企業の経営実態と収益性について独自に実施したネット調査（約5000社・者）のデータにもとづき、
調査の設計、調査事項、結果の概要について説明がなされた。東京商工リサーチその他理事の調査との比較を通じて，サ
ンプルデータは経営者の年齢層が若干若いこと，経営状態特に収益性は若干高いことが説明された．中澤秀一客員研究員
（静岡県立大学）により、最低賃金引き上げの影響と求められる中小支援策のあり方について、解析結果の詳しい説明が
なされた．予想以上には，各種の経営改善支援策が活用されていないことが明らかになった．むしろ，経営改善に熱心な
中小企業ほど支援策の活用にも積極的であり，全体の底上げには必ずしも効果的ともいえない問題点が指摘された．小澤
薫客員研究員（新潟県立大学）はが，中小企業に対する助成金の利用状況と支援策の有効性について分析結果を報告し
た。中澤報告と共通に効果的な中小企業支援策のあり方について改善課題が提示された．主な質疑応答は以下の点をめ
ぐっておこなわれた．経営改善支援策には設備投資が要件となっているが、それによって雇用が削減される影響はないの
か，との質問に対しては，必ずしもそうではない，地域での雇用創出・維持の機能に注目するならば，むしろ設備投資に
偏重した支援策にこそ問題があるのではないかと議論が進んだ．下請企業取引においては，すでに中小企業の生産性向上
の努力は限界まで来ていないだろうか，との質問に対しては。人件費の下請単価への価格転嫁次第では，中小企業の付加
価値生産性の向上の可能性はまだあるのではないかとリプライがなされた．外部の労働組合ナショナルセンター役員の参
加者からは，労働組合として中小企業政策，地域政策に取り組んでいる現状について開陳された．最後に，幹事より当研
究会の沿革と課題の範囲について補足発言があり，盛会のなか散会した．

Kong  Eng Cheng　氏（General Dynamics IT　Principal Solution Architect）

4名

2011年米国国防授権法は、サプライチェーンセキュリティを、敵対者が供給品目やシステムの設計、完全性、製造、生
産、流通、設置、運用、保守を妨害し、システムの機能、使用、運用を監視、拒否、混乱、劣化させるリスクと定義して
いる。
サプライチェーンには、様々な役割と責任を持つ企業や様々な利害関係者のネットワークが関与している。グローバル・
サプライチェーンはダイナミックであり、その規模と複雑さを増しており、自然災害や事故、悪意ある攻撃など、多くの
脅威や危険に対して脆弱である。
今回は、重要インフラや国家安全保障におけるサイバー・サプライチェーン・リスクの現状、課題、管理・軽減アプロー
チにおいて講演をしていただいた。
これに対して、質疑があり、DoDのネットワークの設計思想、Open Softwareの利用における制限などについて、意見交換
を行った。
講演の詳細は別紙参照のこと。

経済統計学会東北・関東支部

国際経済研究部会（主査：阿部　顕三）

Successful Publication in Q1 Journals: The Editor’s Perspective

Chun-Ping Chang（張 存炳） 氏（Shih Chien University ｟実践大学｠教授）

14名

数々の国際ジャーナルでエディタを務め，さらに中国やインドネシアなどの大学で研究プロジェクトのディレクターを務
めている，台湾実践大学教授の張 存炳先生をお招きし，いかに国際的にトップにランクづけられている専門雑誌(Q1
ジャーナル：トップ25パーセントのジャーナルの意味)にパブリッシュするかというテーマでお話しいただいた．
最初に，インパクト・ファクターの意味，トップジャーナルの意味から始まり，どのようなジャンルの研究が流行してい
るのかについてお話しいただいた．次に，トップジャーナルに受理されるための，論文の各要素についての書き方の注意
点を詳細にご教示いただいた．たとえば，イントロダクションでは最初の2段落までに，論文がどのようなテーマを取り上
げているのか，独自性は何なのか，どのような結論が得られたのかを魅力的に書くことの重要性が，毎日多数の投稿論文
を篩いにかけているエディタの視点からユーモアたっぷりに語られた．
他に特に印象に残ったのは，論文のストーリーを魅力的に「売る」ことの必要性(It is critical that you sell your
story)，コラボレーションの重要性，結果を「説明する」ことの重要性，他の論文と競争しているのでスピードが重要だ
という点である．
学部生，大学院生，研究所研究員を含めて，さまざまな質問が出されたが，お忙しいにもかかわらず，丁寧に回答してい
ただき，研究会は盛会のうちに閉じることができた．

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Zoom)

公開研究会

概　要

なし

中小企業の経営実態及び必要な支援策〜経営者を対象としたネット調査の結果から〜
①中小企業の経営実態と収益性について
②最低賃金引き上げの影響と求められる支援策について
③中小企業に対する助成金の利用状況と支援策の有効性について

①村上　英吾　氏（日本大学経済学部教授）
②中澤　秀一　客員研究員（静岡県立大学短期大学部准教授）
③小澤　薫　客員研究員（新潟県立大学人間生活学部子ども学科准教授）

17名

なし

Computational Neuroscience and Computational Solutions for Early Diagnosis of Alzheimer’s Disease
計算機脳科学とアルツハイマー病の早期診断

PROF. CARMEN PAZ SUÁREZ ARAUJO　氏（Universidad de Las Palmas de Gran Canaria教授）

5名

計算機ニューロサイエンスと認知科学への応用に関する技術の概要とそのアルツハイマー病への応用について講演してい
ただいた。
計算機ニューロサイエンスは、脳の働きを計算機上に再現する技術である。これまでは、ニューロサイエンスは医学生理
学の視点から語られることが大部分であり、計算機上に再現するものとしては、近年のAI技術で利用されるCNNやDNNとい
う、シンプルなモデルしかなかった。しかし、その範囲では、画像認識などの単純作業はできても、脳の働きをシミュ
レーションすることはできなかった。もし、脳の働きをシミュレーションできるようになれば、脳の認知機能を様々な角
度から調べることができるようになる。
PROF. CARMEN PAZ SUÁREZ ARAUJOは、以下のような特徴を持った脳の構造化を行っている。
• Synaptic Structures: Silent Synapsis, Volume Transmission (NO)
• Neural Selection, Neuro-genesis, Reorganization and Recombination, Neural Apoptosis
• Reconfigurable
• Neural Modulation and Recruitment (NO)

その構造を図式化したものは次ページのとおりである。
現在は、その有効性を確認するために、アルツハイマー病の早期診断への応用を試みているが、その正解率は87%になると
のことである。
進化するニューラルネットワークのアーキテクチャの構築と、その技術のアルツハイマー病対策への応用が今後の方向性
ということである。

なし

中国のEV市場の実態

湯 進　氏（みずほ銀行ビジネスソリューション部 主任研究員、中央大学兼任教員）

12名

みずほ銀行ビジネスソリューション部主任研究員の湯進先生を招いて「中国のEV市場の実態」という題目で研究会を実施
し、参加者12名であった。
　講演では最新の統計を紹介しながら実施された。2023年の国内新車台数は2950万台と予測されており、23年1-10月でNEV
比率は30％となっている。他方で、22年末でEVへの補助金が終了したことに伴い、ナンバー規制がある6大都市でもEV比率
の伸びは鈍化しており、航続距離で比較優位のあるPHVの比率が伸びている。
　これに対して、供給サイドのCAFC規制が強化していくことで、政府は2035年のガソリン車全廃を達成していくと考えら
れる。また、バッテリーメーカーも多産多死となっており、2016年の144社から23年の43社と減少しており、Top10のメー
カーの市場シェアが97％にも及ぶ。
　日系メーカーはEVシフトが大幅に遅れており、トヨタ以外は市場シェアを低下している。トヨタは値下げによって顧客
を確保してシェアを維持しており、体力がある2－3年以内に高級EV車を投入することが求められるとの見解が示された。

なし

リカードとマルサスの経済学と格差についてJ.S.ミルの経済学と格差について
①リカードとマルサスの経済学と格差について
②J.S.ミルの経済学と格差について

①若松　直幸　研究員（経済学部助教）
②山尾　忠弘　氏（大阪経済大学講師）

４名

大阪経済大学の山尾忠弘氏を招いて、対面形式での公開研究会を開催した。全体で約40分の報告の後、質疑応答を行っ
た。質疑応答では、フロアとの活発な議論が行われた。
　本報告では、若松がリカードとマルサスについて、山尾氏がJ.S.ミルについて、それぞれの経済学と格差との関係につ
いて報告した。リカードについては、その価値と分配の理論に基づいて、リカード的成長が説明された後、生産における
機械の導入の議論から、資本家の視点で長期的な格差の問題が論じられた。マルサスについては、19世紀初頭の穀物輸入
の禁止をめぐる議論から、地主の視点で短期的な格差の問題が論じられた。J.S.ミルについては、資本家と労働者のアソ
シエーションの問題に関して、最終的にどのような経済体制が取られるかは未決定のままだが、それでも資本家と労働者
が共闘する可能性が将来に残されていることを論じた。これらの報告に対して、フロアからは、リカード・マルサス・
J.S.ミルにおける経済学と格差をつなぐコメントをはじめ、個々の議論について、詳細な質疑応答が交わされた。

公開研究会

公開研究会

9名

思想史研究会との共催という形で、香川大学名誉教授の石川徹氏を招いて、対面とオンラインを組み合わせたハイブリッ
ト形式での公開研究会を開催した。約60分の報告の後、質疑応答を行った。質疑応答では、対面・オンラインを通じて活
発な議論が行われた。
　本報告では、18世紀を代表する人物の一人であるデイヴィッド・ヒュームについて、彼が論じた『本性論』のうち、特
に情念論を中心に、道徳論との関係などが論じられた。報告では、ヒュームの情念論は、その比較的若い時期に書かれた
著作ということもあり、ところどころに矛盾や不完全さが垣間見えるとのことであった。それに対して、思想史におい
て、比較的洗練された考え方をする人物として想起されがちなヒュームにあって、情念論の中にそうした問題が内在する
というのは大変興味深いとのフロアからの指摘があった。その中で、こうした視点は近年の海外の研究者の間でも指摘さ
れており、人間の不完全さを論じるために、ヒュームがあえてそのような書き方をしたのではないかとする意見もあっ
た。ヒュームの著作は多岐に渡っており、その業績に対する評価は現在においてさえ十分に行われているとは言えない。
したがって、引き続き、彼の情念論などを含む著作について、それらを体系的に評価する研究が必要となる。

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室2・オンライン会議システム(Webex)

現代企業制度研究部会

米国の商業銀行の業務展開

前田　真一郎　氏（九州大学大学院経済学研究科准教授）

6名

前田真一郎氏（九州大学大学院経済学研究科准教授）による「米国の商業銀行の業務展開」と題する研究報告をいただ
き，詳細な研究内容の紹介がなされた。途中からは参加者とは双方向に検討事項について討論した。なお，この研究会
は，現代企業制度研究部会（主査:井村進哉教授）の共催とした。
このテーマは，2007年以降の金融危機までとその後のデータの断絶を埋め，ないしは接続をはかるというとても大きく重
要な仕事であるものの，これまで特に家計に関わるデータは欠落していた。この点の研究を大きく前進させた前田氏は，
米国の商業銀行の業務展開の詳細なデータを調査されたことで，今回ご報告をお願いした。
ご報告の要旨は，①米国金融システムと米国家計の特徴に関わる解説，②米国の金融機関の経営的変化，③米国商業銀行
の多角化展開の状況，上記について詳細なデータを紹介し，その後，④金融危機によって米国の家計と商業銀行の指標が
変化しており，その内容を紹介された。
特に，本報告では，金融危機によって米国商業銀行の純利益が下落したものの，その後の３年で元の水準に回復させ，
2013年以降は，金融危機以前よりも大きな純利益を出すことができる構造に変化したことを強調された。
他にも米国消費者信用残高など，米国金融の詳細なデータと解説を頂いたことで，本研究会の研究の進展に役立つ内容が
得られた。また，研究会参加者の研究内容との融合を図る道筋も得ることができ，とても有意義な公開研究会にすること
ができた。

石川　徹　氏（香川大学名誉教授）

公開研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

9名

社会哲学と経済思想史研究会との共催という形で、香川大学名誉教授の石川徹氏を招いて、対面とオンラインを組み合わ
せたハイブリット形式での公開研究会を開催した。約60分の報告の後、質疑応答を行った。質疑応答では、対面・オンラ
インを通じて活発な議論が行われた。
　本報告では、18世紀を代表する哲学者の一人であるデイヴィッド・ヒュームの『人間本性論』で、比較的論じられるこ
との少ない第2巻の情念論を中心に、第3巻の道徳論との関係などが論じられた。報告では、石川氏がその第2巻の翻訳およ
び解説（法政大学出版局）を担当された際に得られた知見に基づき、ヒュームの情念論は、その比較的若い時期に書かれ
た著作ということもあり、ところどころに矛盾や不完全さが垣間見えることを明らかにされた。それに対して、思想史研
究において、比較的洗練された考え方をする人物として想起されがちなヒュームにあって、情念論の中にそうした問題が
内在するというのは大変興味深いとのフロアからの指摘があった。質疑応答の中で、こうした視点は近年の海外の研究者
の間でも指摘されており、人間の不完全さを論じるために、ヒュームがあえてそのような書き方をしたのではないかとす
る意見もあった。ヒュームの著作は多岐に渡っており、その業績に対する評価は現在においてさえ十分に行われていると
は言えない。したがって、引き続き、彼の情念論などを含む著作について、それらを体系的に評価する研究が必要とな
る。

社会哲学と経済思想史研究会

ヒューム情念論の再考─道徳的区別をめぐる議論を背景に─

なし

年次経済財政報告

上野　有子　　氏（内閣府大臣官房審議官）

20名

本報告では、令和５年版経済財政白書の紹介を行って頂いた。特に物価上昇、消費動向、設備投資、少子化問題、生産性
について、現状のマクロ経済の状況の解説を行って頂いた。

質疑では以下の点が議論になった
・マークアップ率の日本と欧米の違い
・無形資産への投資
・物価状況の帰着
・消費者物価の計算方法

金融システム研究会

米国の商業銀行の業務展開

前田　真一郎　氏（九州大学大学院経済学研究科准教授）

6名

前田真一郎氏（九州大学大学院経済学研究科准教授）による「米国の商業銀行の業務展開」と題する研究報告をいただ
き，詳細な研究内容の紹介がなされた。途中からは参加者とは双方向に検討事項について討論した。なお，この研究会
は，現代企業制度研究部会（主査:井村進哉教授）の共催とした。
このテーマは，2007年以降の金融危機までとその後のデータの断絶を埋め，ないしは接続をはかるというとても大きく重
要な仕事であるものの，これまで特に家計に関わるデータは欠落していた。この点の研究を大きく前進させた前田氏は，
米国の商業銀行の業務展開の詳細なデータを調査されたことで，今回ご報告をお願いした。
ご報告の要旨は，①米国金融システムと米国家計の特徴に関わる解説，②米国の金融機関の経営的変化，③米国商業銀行
の多角化展開の状況，上記について詳細なデータを紹介し，その後，④金融危機によって米国の家計と商業銀行の指標が
変化しており，その内容を紹介された。
特に，本報告では，金融危機によって米国商業銀行の純利益が下落したものの，その後の３年で元の水準に回復させ，
2013年以降は，金融危機以前よりも大きな純利益を出すことができる構造に変化したことを強調された。
他にも米国消費者信用残高など，米国金融の詳細なデータと解説を頂いたことで，本研究会の研究の進展に役立つ内容が
得られた。また，研究会参加者の研究内容との融合を図る道筋も得ることができ，とても有意義な公開研究会にすること
ができた。

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Webex)

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室2・オンライン会議システム(Webex)

思想史研究会

ヒューム情念論の再考─道徳的区別をめぐる議論を背景に─

石川　徹　氏（香川大学名誉教授）

公開研究会

内憂外患の中国と日本復活のシナリオ

なし

労働経済の分析

久保　龍太郎　氏（厚生労働省室長補佐）

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Webex)

中島　精也　氏（丹羽連絡事務所チーフエコノミスト）

25名

中島精也氏の著書『新冷戦の勝者になるのは日本』（講談社＋α新書、2023年6月刊行）をベースに、主として中国の動向
を中心に1時間半にわたり講演。構成は以下の4部。
　Ⅰ。ポスト冷戦で一人負けの日本
　Ⅱ。新冷戦を仕掛けた習近平
　Ⅲ。中国との対決姿勢を強める米国
　Ⅳ。新冷戦は日本復活のチャンス
　Ⅰではポスト冷戦期の日本経済を分析、産業空洞化を重視した。バブル崩壊後の商社の苦境など体験談を加えて説得的
だった。Ⅱでは、2017年第19回共産党大会における習金平主席の大演説を読み解き、「社会主義現代化強国」により中国
の世界覇権を掲げて米国への挑戦を宣言、それに応えて翌18年トランプ政権の反撃、米中貿易戦争が始まった。Ⅲでは、
ITで独り勝ちだが製造業が空洞化した米国はバイデン政権のインフレ抑制法などで経済回復へ、中国には半導体規制など
技術規制で対抗している。Ⅳではフレンドショアリングの時代になり、世界経済情勢が大転換し、円安の効果もあり外資
の日本投資の活発化をもたらすなど日本経済復活の条件が整いつつある。悲観論を克服し、前向きに進む時代が来ている
と結論。
　講演後45分にわたり活発な質疑応答が行われた。大学関係者だけでなく、民間研究所主幹、ジャーナリスト、中国問題
専門家など幅広い出席者とQ&Aが続き、予定時間を15分超過した。

公開研究会

35名

本報告では、令和５年版労働経済白書の紹介を行って頂いた。特に、賃金上昇率が低い要因に関して、今年の白書のテー
マは、以下のとおりである。
1.賃金の動向はどうなのか?なぜ伸びていないのか?
2.伸びるとどんな良いことがあるのか?
3.どうすれば賃金は上がるのか?という
これらに関して、現状分析を行って頂いたうえで、５つの仮説を紹介して頂いた。
この報告に対して、フロアからも活発な質疑応答がなされた。

目 篤　氏（総務省政策統括官付統計審査官（統計基準）室　副統計審査官）

中央大学茗荷谷キャンパス2E06教室・オンライン会議システム(Webex)

公開研究会

公開研究会

10名

国連による国民経済計算体系（SNA）の改訂が2025年に予定されており，それにあわせ，内閣府を中心とする日本のGDP統
計の集計の枠組みにおいて，産業連関表体系から供給使用表（SUT）体系への移行に向けた検討が始まっている。SNA改訂
にあわせ，国連では国際標準産業分類（ISIC）の改訂が始まっている。日本では，総務省が中心となり，ISICの改訂にあ
わせ，日本標準産業分類（JSIC）の改訂が始まっているが，日本の改訂においては，SUT体系の移行を踏まえ，生産要素や
生産プロセスを用いたインプットを中心とする分類が明示されることとなった。
　今回の公開研究会では，総務省でJSIC改訂を担当している目 篤 氏（総務省政策統括官付統計審査官（統計基準）室 副
統計審査官）から，JSIC改訂にあたっての経緯，具体的な改訂箇所，そして，改訂箇所別の改訂理由等に関して発表が
あった。具体的には，コロナ渦を背景とした産業動向，成長する業態の動向把握の強化，脱炭素の取り組み等を把握する
ための分類項目設定，そして，SUT体系への意向を踏まえた生産技術の類似性への対応強化が改訂理由となっている。
　企業人や研究者はGDP等の経済指標は重視するものの，これらの指標がどのような体系のもと導出されているのかには，
ほとんど興味を示さない。ISICおよびJSICの改訂は，経済指標の算出の根幹に影響を与える変革となるが，研究会の出席
者が少数にとどまったことは残念であった。

日本経済政策学会　関東部会

教育費の所得弾力性の検証: コーホート分析による支出実態の考察

中村　亮介　氏（関東学院大学准教授）

14名

報告に対して、討論者として、田中敬文先生（東京学芸大学）より、詳細なコメントをして頂き、大変有意義な議論が展
開されました。

　なお、報告要旨は、以下になります。
本稿では、子どものいる世帯における教育費の支出パターンが世帯所得や時間の変化に応じて
どのように変動するか検証した。1984 年から 2014 年にわたる過去 7 回分の全国消費実態調査を用い、小中高校の子ど
ものいる世帯を抽出し、教育費支出の 30 年にわたる変化を所得弾力性の観点と教育費支出の観点から考察した。その
際、この教育費支出の所得弾力性が調査年における世帯主の年齢 (Age)、調査年 (Period) によって変化することを考慮
し、それらの交差項を制御して、所得弾力性の変化が世帯主の年齢が上がるつれて高まることを明らかにした。また、教
育費支出のパターンが世帯主の年齢 (Age)、調査年 (Period)、世帯主の生まれた世代 (Cohort) によって変化することを
考慮するために、教育費支出についての Age-Period-Cohort 分析を実施し、教育費支出が世帯主の年齢の影響をより大き
く受けており、45-49 歳代においてピークに達すること、それらの変化が補習教育費だけでなく、授業料等の支払いから
生じていることを明らかにした。
キーワード:教育費の所得弾力性、教育費支出の APC 分析

なし

産業分類改訂（ISIC、JSIC）について

なし

食の未来とICT
①世界の食を考える　−低栄養・過栄養の二重負荷と食の選択−
②サスティナブルな食の未来に向けて
③食文化の記述へのICT応用

①福留　奈美　客員研究員（東京聖栄大学健康栄養学部教授）
②中西　純枝　氏（Su-balance社 代表）
③工藤　遥　氏（中央大学経済学部学生）

13名

食の未来とICTをテーマに、以下の発表と質疑を行った。
(1) 福留奈美 客員研究員(東京聖栄大学 健康栄養学部教授)：世界の食を考える　−低栄養・過栄養の二重負荷と食の選択
−
戦後日本の食卓の変化、および、低栄養と過栄養の２つの側面を持つ食生活の現状を概観すると共に、サステナブルな食
の未来に向けて、プラントベースやレスミート食の選択について述べた。

(2)中西純枝(Su-balance社代表)：サスティナブルな食の未来に向けて
奈良の食と観光に関する取り組みをご紹介いただくとともに、サステイナブルな食の未来に向けた取り組み事例のご紹介
をいただいた。

(3)工藤遥(中央大学経済学部伊藤篤ゼミ)：食文化の記述へのICT応用
ChatGPTを使い、インタビューの音声データから、料理人や生産者のWebサイト用の説明文を作成する手法について説明す
るとともに、それにより、人手で作業をするのに比べ約78%の時間短縮が可能になることを示した。

ドゥマヤス アリャン デラロサ研究員（中央大学国際経営学部准教授）

4名

本公開研究会は、フィリピンにおけるコールセンターの立地優位性について検証したものである。具体的には、首都と他
の都市（いわゆる地方中枢都市、中核都市といった都市）における都市階層別のコールセンター立地の経済的比較を行っ
たものである。集積経済、中心地理論、新地理経済学（NEG）が援用された。都市別競争力には、人口、経済基盤、災害リ
スク、イノベーション力などが含まれた。前年度研究報告のあったデジタルシティ指数も関連付けがなされている。現時
点までに得られている結論として、以下の点が示された。すなわち、コールセンターの立地優位性は、首都をはじめとし
た大都市圏に限らず、小都市圏でも確認されている。なぜ小都市で確認されているかについては、今後さらなる精緻な検
証を必要とするが、デジタルシティ構想が局所的に発展している、あるいは近隣都市との外部効果が発生しているのでは
ないかといった議論がなされた。本研究会は、参加者数が小規模であったため、報告中及び報告後に様々な議論が繰り広
げられた。第一に、都市インフラの地域間での差異について参加者からの質問を受け、フィリピンでは地域間の差異が大
きい点が示された。第二に、「競争力」という表現が多用されているが、「企業」なのか「都市」なのか明確に分類すべ
きとのコメントが参加者よりあり、この点についても今後改めていくことが示された。第三に、集積のキーワードが主要
な論点に含まれていたことから、参照元をより豊富にとの意見があり、具体的な既往研究に関する助言が参加者よりなさ
れた。最後に、地域政策として、各都市に何を足していけばよいか具体案が示せる今後の研究の可能性について議論がな
された。

なし

ここ数年間に上梓した著書、ほぼ毎月刊行されるディスカッションペーパー｛武者リサーチ　ストラテジーブレティン｝
をベースに、豊富な資料により、ニクソンショック以来の変動相場制の夜雨50年間に及ぶアメリカ国際収支赤字の累積プ
ロセスが、2020年代に転換し、これまでの「ドル債務によるドル供給＝ドル過剰時代」から「アメリカによる投資・融資
によるドル供給＝ドル不足時代」になるとの、国際通貨体制転換論を中心に1時間半にわたり講演。構成は以下の4部。
　Ⅰ。2つのニクソンショックから始まった真性ドル本位制時代
　Ⅱ。米覇権とドルに翻弄された日本
　Ⅲ。米国新産業革命と真性ドル本位制の確立
　Ⅳ。中国・欧州の歴史的不運
　Ⅰではニクソンショック以来の変動相場制移行と中国への米関与政策が創った50年間の国際通貨体制について経常収支
赤字によるドル供給の諸特徴、その転換の可能性について豊富な図表で解明。Ⅱでは、購買力平価と現実の為替相場を対
比して円高の歴史とその転換（2020年代）について説明。独特の図によりアメリカの輸入依存度は限界まで高まったと主
張。Ⅲでは、米国長期金利のトレンドを取り上げ、1970年代～80年代初めまで上昇、その後2019年まで傾向的に低下、
2020年代に再び上昇と3つの時代を区分し、今日第3の時代は金利上昇の中で景気拡大・潜在成長率が上昇しているとし
て、「レジームチェンジ」が起きているが、その原因はGAFAMとチャットGPTなどによる新産業革命にあるという認識を示
した。Ⅳでは、外資依存の中国が習政権の政策転換により経済が暗転しており、また欧州はその中国市場への強い依存に
より、とりわけ中軸のドイツの経常収支赤字化で悪方向への転換が始まっていると結論。
　講演後45分にわたり活発な質疑応答が行われた。大学関係者だけでなく、民間研究所主幹、ジャーナリスト、中国問題
専門家など幅広い出席者10名以上ととQ&Aが続き、予定時間を15分超過した。
　Q&Aで注目されたのは、（1）アメリカの輸入／GDPの上昇が限界に来ているとの図について、グロスとネットの値が恣意
的に使われているのではないか、アメリカの輸入のGDP比はさらに上昇する可能性があり、現在すでに頂点に来ているとは
いえないのではないか、という批判、（2）アメリカの家計資産の増加は主として株主に対する配当と自社株買いによるも
のであり、所得格差を拡大する方向の動きであって、GAFAMによる産業革命説で楽観できないのではないかとの批判であっ
た。これらについては、専門的にもさらに掘り下げが必要な論点である。

公開研究会

公開研究会

概　要

研究会は14時に開会し、会の趣旨説明ののち、伍賀一道氏から70分のご報告をいただいた。内容は、公表されている労働
力調査と就業構造基本調査の統計分析に基づいて日本の労働市場の変化を論じるものである。報告のポイントは以下のと
おりである。
2020年～2021年にかけて、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置等にともなう一時休業や営業自粛によるコロナ禍による
雇用収縮の中心はとりわけ非正規雇用の女性であることが各調査から指摘されてきた。しかし、コロナ禍における労働市
場の変化は実はもっと多様なありようであったのではないか、というのが本研究会での伍賀報告の重要な点である。労働
力調査によれば、コロナ禍で非正規雇用は減少したが、離職した非正規労働者の多数が失業者 になったかと言えば、そう
ではなく、非正規雇用の一部は失業者となったが、リーマンシ ョック期ほどではない。失業者のほかに非労働力人口に、
さらに正規雇用に転換する者もいた。特に、非正規雇用から正規雇用に移動した人数は女性の方が男性を上回っていた。
この点について、伍賀氏は、正規雇用と非正規雇用との間には超えられないほどの壁があるのではなく、相互間の移動が
あることを示唆している。つまり、非正規雇用は、正規雇用との間を行き来する人々と、非正規雇用の中を流動しながら
非正規雇用に滞留する人々に二分されるのではないか。その量的割合は、圧倒的に後者の方が多く、前者の非正規雇用と
正規雇用の間を行き来するタイプの正規雇用は、長期雇用が想定される日本型雇用ではなく、低処遇かつ会社都合で簡単
に辞めさせられるリスクを抱えている「名ばかり正社員」あるいはそれに近い労働者ではないか、と分析されていた。つ
まり、正規雇用の内実が変わってきたということではないかというのが伍賀氏の見立てである。
また、伍賀報告の後半のポイントは、「雇用によらない働き方」の現状と、そのような働き方をどのように評価するか、
ということであった。これまで注目されてきたフードデリバリーや宅配の荷物の配達員等のプラットフォーマー企業（PF
企業）だけではなく、近年PF 企業の中には、職業紹介（雇用仲介）と明示して業務を行う PF企業が現れてきていること
に注目をされていた。
10分の休憩の後行われた質疑応答では、コロナ禍で失業者が増えたのと同時に正規雇用に移動するものが多かったこと、
とりわけ女性の方がその割合が大きかった点についてどのようにみるのかについて問題提起がされ、その点について大い
に議論となった。
まず、松丸研究員から、伍賀氏が分析に利用した「労働力調査」ならびに「就業構造基本調査」を読み解く際に、調査票
の設計や概念定義、調査方法等における課題についてサジェスチョンがあった（回答者は、本人の雇用形態が偽装請負で
ある場合には、正確に回答することはできないなどといった例）。また、「雇用によらない働き方」として従来から存在
する「一人親方」が近年増加しており、実質的に建設会社等の指揮命令下におかれている「偽装一人親方」のような実態
が増加しているという現状が共有された。
また、中澤研究員から、伍賀報告の中で「正社員が従来の働き方ではなくなっている」という指摘について、特に医療福
祉分野の「正規職員」の現状について例をあげ、同意する意見がだされた。
鬼丸研究員からは、女性が正規雇用に移動するといった背景事情に関する理解として、最近実施された労働組合への調査
から情報を提供された。
また、吉村準研究員からは、伍賀氏の資料の図表の理解に関わる質問が出された。
以上のように、伍賀氏の研究報告に対して、積極的な質問やコメントが寄せられ、労働市場における女性の位置づけにつ
いて、充実した議論が展開された。



共　催

日　時 2024年2月9日(金) 11:00～12:30

場　所 オンライン会議システム(Webex)

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 空間システム研究会 中村　大輔　幹事

共　催

日　時 2024年2月16日(金) 10:30～12:00

場　所 オンライン会議システム(Webex)

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 空間システム研究会 中村　大輔　幹事

共　催

日　時 2024年2月29日(木) 13:00〜14:30

場　所 オンライン会議システム(Webex)

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 アジア経済圏研究会 小森谷　徳純　幹事

共　催

日　時 2024年2月29日(木) 15:10～16:40

場　所 中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 国際経済研究部会 阿部　顕三　主査

共　催

日　時 2024年3月2日(土) 15:00～17:20

場　所 中央大学後楽園キャンパス６号館6429教室

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 金融システム研究会 近廣　昌志　幹事

共　催

日　時 2024年3月16日(土) 14:00～17:10

場　所 中央大学茗荷谷キャンパス3階3N04会議室

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 地域づくり研究会 松八重　泰輔　幹事

共　催

日　時 2024年3月16日(土) 13:00～16:30

場　所 青梅市文化交流センター３F研修室

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 アジア経済圏研究会 小森谷　徳純　幹事

共　催

日　時 2024年3月22日(金) 15:10～16:40

場　所 オンライン会議システム(Webex)

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催 社会会計研究会

共　催

日　時 2024年3月23日（土） 14:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

中央大学後楽園キャンパス 3号館 3308教室・オンライン会議システム(Webex)

公開研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

なし

①マクロ会計における政府活動の概念化－草創期の議論を中心に－
②Consumption Subsidies Revisited

①小口　好昭 客員研究員（中央大学名誉教授)
　討論者:萩野 覚 氏(内閣府上席主任研究官兼任総務省統計委員会担当室長）
②作間 逸雄 氏(専修大学名誉教授)
　討論者: 則竹　悟宇 氏（立教大学大学院経済学研究科博士課程後期課程)

本公開研究会では、欧米を中心とした諸外国の金融政策の動向において共通する点を理論モデルとデータ検証によって明
らかにしたものである。その上で、我が国における同様の金融政策の動向がなぜ異なる特徴を持つのかが議論された。複
数の国や地域間での比較検討を行う際に、空間分析においては地域特性に着目して、様々な調整を講じていく。その一
方、本報告でのモデルフレームワークでは、熟考されたシンプルな式の展開で精緻な検証を可能にしている点が大きな特
徴であった。今回の共通基盤に、空間分析での地域特性を援用していくことで、今後新たな研究貢献が開拓されていくこ
とが確認された。本研究会のアプローチである、都市・地域経済をキーワードした検証においては、個々の経済主体行動
に一定の影響を及ぼすマクロ政策を視野に入れていくことが重要である。本報告には、予測分析が含まれていることか
ら、いずれかの時点で REIM (Regional Econometric Input-output Model) や R-CGE (Regional Computable General
Equilibrium) モデル研究との接続ができるよう、研究会での検証を重ねていく。

なし

尼崎市内における中小企業の育児休業取得状況と地域経済政策：労働環境実態調査による検証

藤野　夏海　氏（公益財団法人尼崎地域産業活性化機構調査研究室 研究員）

3名

空間システム研究会では、地域の高度化についてこれまで研究を重ねており、本公開研究会は、企業レベルでの生産性に
ついて組織運営の観点から検証を試みたものである。企業の生産性向上に影響力のある育児休業制度について、尼崎市の
中小企業のデータを用いた計量経済分析がなされた。その結果、制度の積極的な導入に伴う費用増は認められるものの、
組織の一機能として定着がなされれば、企業内全体の効率性が高まるベネフィットが大きくなることが示唆された。ま
た、企業が積極的運用に至るためには、地域政策としての負担軽減制度導入などが議論され、この点については今後の研
究において、他国との比較分析などが検討されることとなった。なお、他国との比較分析に先立ち、国際比較研究を専門
とする参加者からは、各国の労働市場における産業別特性や構造の相違を勘案することが重要であるとの助言があった。
さらに、関連する制度や政策を導入するにあたり、取得の有無だけではなく、取得の選択肢に複数のオプションが用意さ
れている欧米の事例を検証することが必要とのコメントも受けた。これまで研究会において外生的要因を内生化するとい
う点では有意義な研究報告と位置づけられ、今後も関連要因としてさらなる解明を進めていくこととした。

猪俣　哲史　氏（日本貿易振興機構アジア経済研究所上席主任調査研究員）

16名

2024年3月23日に，中央大学後楽園キャンパス 3号館 3308教室にて，2本立てで公開研究会を実施した。1本目として，中
央大学名誉教授 小口好昭 氏から「マクロ会計における政府活動の概念化－草創期の議論を中心に－」というテーマで報
告があり，報告終了後に小口報告に対する討論として，内閣府主任研究員・萩野覚 氏から報告があった。小口報告では，
兵器システム支出（国防費）の資本化が中心的な論点となった。1968SNAでは軍備品が中間消費とされていたが，1988SNA
および2003SNAにおいて段階的に固定資本とする範囲が拡大されていき，2008SNAにおいて，兵器システム支出が防衛サー
ビスを生み出すものとして，全面的に固定資産として分類されることになった。これらの背景が，文献資料に基づき分析
された。2本目として，立教大学大学院の則竹悟宇 氏から作間論文「Consumption Subsidies Revisited」に関して報告が
あった。この報告は，国際所得国富学会（IARIW）形式，すなわち，報告者の専修大学名誉教授・作間作間逸雄 氏が発表
論文を用意し，その論文内容を踏まえ，討論者の則竹 氏が研究発表を行った。作間論文は，コロナ渦において日本で実施
されたGo To トラベルの政府負担分をめぐるGDP統計における会計処理が中心的な論点となった。すなわち，政府負担分
が，一般政府の個別消費支出となるか，一般政府から会計への「その他の経常移転」となるかという論点である。2本の報
告とも，フロアおよびオンラインから多数の質疑があって討論が盛り上がり，当初の終了予定時間から1時間も延長する事
態となった。

なし

自然災害と不確実性のもとでの意思決定：インドネシア・アチェにおける地域研究

松本　祐香　氏（東京大学大学院教育学研究科 学校教育高度化・効果検証センター協力研究員）

4名

岩田　佳久　氏（東京経済大学経済学部教授）山田　隆　氏（昭和女子大学グローバルビジネス学部教授）

7名

2024年3月16日(土) 14:00～17:10，中央大学茗荷谷キャンパス3階3N04会議室にて開催されました。
①については，内生的貨幣供給理論の精緻化を目指すに当たり，現在の理論の信用に関する理論を批判する報告者が，商
品および商取引の貸借からの貨幣をどのように理論化するかについて報告された。
この問題は，信用の捉え方について，貨幣支払約束を信用とする論者に対する批判であり，貨幣論の精緻化に資する報告
であった。
なお，討論も行われ，高度な貨幣理論を駆使した内容となった。
②については，配当政策と株価の関係を実証的に分析する内容で，教科書的な解説では説けない現実を分析する報告で
あった。
成熟企業とスタートアップスとを分けて分析される内容で，確かに，報告者の指摘する通り，現在の理論では説けない事
象について，より現実感のある理論化を目指すうえで重要である。
　こちらも討論が行われ，参加者からの細かな質問が多数でたため，時間切れとなったが，引き続きこの問題に対する
データ収集等で協力していくことが確認された。
　以上，貨幣論的な課題と株価変動の実態に関する2つの報告により，有意義な研究会となった。以上，報告とさせていた
だきます。

なし

なし

金融政策効果の実証分析に関する日米欧での地域間現状比較

本公開研究会では、生活の質（QOL）あるいはウェルビーングを可視化する研究が報告された。本研究は、インドネシアの
アチェ都市部を対象として、自然災害の被災から復興に向けた過程ついて精緻に調査がなされたものである。復興の力を
高めていく要因として、地域コミュニティに相当する人的交流が重要な役割を果たしていることが示された。日本社会も
含め、市場メカニズムへの過度な依存による地域コミュニティあるいは社会システムの縮小が各地で問題視されている
が、本研究報告を通じて、改めて市場メカニズムを超えた領域である社会の機能について検討の余地がある点が明らかに
なった。平時には存在意義が見えにくい地域コミュニティのシステムについて、イレギュラー時に一定の役割を担うとい
う意味において、地域政策のあり方に一定の方向性を与えるものと捉えられる。空間システム研究会では、様々な状況下
におけるリスクと不確実性、及び地域経済と地域内協力に関する考察というテーマのもとこれまで研究活動を実施した
が、本報告を含む年度内公開研究会全般を通じて、様々なアプローチから都市・地域政策及び立地政策に内包すべき諸要
因に関する議論ができた。次年度は、今年度得られた成果をもとに、社会の趨勢変化に応じた地域経済の安定成長と題し
て、理論モデルの考察と政策的インプリケーションについて検証を重ねていく。

北村　仁代　氏（国士舘大学政経学部専任講師）

3名

15名

猪俣氏の報告では， まずグローバル・バリューチェーン（GVC）の恩恵とGVCの深化が説明され，米中貿易摩擦の根底に潜
む対立の構図の基礎は「非熟練労働をめぐる国境を越えた分配問題」にあることが述べられた。
次にGVCを「第６の地政学の戦略空間」として捉える流れについて説明され，ある最終製品が特定国を源泉とする付加価値
を大量に含んでいるかという「量ベースの地理的集中度」とその製品のサプライチェーン上に特定国の産業部門が頻繁に
登場するかという「頻度ベースの地理的集中度」の２つの指標を用いて，米中サプライチェーンの相互リスクポジション
を評価した。1995年と2018年の２時点を比較すると，米国が頻度ベースで対中の地理的集中リスクを大きく増加させてい
ることが明らかにされた。
そして，二国間におけるデカップリングは「自国の生産ネットワークの中における相手国の経済的プレゼンスが両国で同
時に小さくなること」であると説明され，2006年から2018年までは中国が一方的に米国に対する依存を減らしたこと，ト
ランプ政権以後は両国間でデカップリングのための規制の応酬が続いてきたこと，ただしその熱量はアメリカの方が強い
ことが述べられた。
最後に，「安全保障のジレンマ」は典型的な「囚人のジレンマ」的状況であり，当事者同士のコミュニケーションが完全
に遮断されていることが問題であること，米中相互間の対外経済政策はまさに「安全保障のジレンマ」にあること，経済
制裁ツールというGVCの短期的な戦力的機能を利用するだけでなく，情報伝達や信頼醸成というGVCの長期的な戦略的機能
を活かす仕掛けも必要であることが述べられた。

①佐々木信夫　客員研究員（中央大学名誉教授）
②成田　浩　客員研究員（中央大学経済学部元特任教授）
③清水　康子　客員研究員（東京都議会都議会議員）
④大平　晃司　客員研究員（㈳日本国づくり研究所主任研究員）
⑤清水　洋邦　客員研究員（㈲ｵﾘｴﾝﾄｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ都議会議員）＋松尾　紀子　客員研究員（㈱みらい代表取締役）
⑥阿久津　航　客員研究員（株式会社毎日学術フォーラム一般社員）
⑦大勢待　利明　客員研究員（青梅市議会青梅市議会議員）
⑧野沢　高一　客員研究員（選挙プランナー/株式会社アノン社会システムデザイン研究所/日本選挙学会 代表取締役）

55名

シンポジュームの流れ（１３：００～１６：３０）
（１）開会のあいさつ～佐々木信夫　＋来賓（青梅市長）
（２）登壇者：客員研究員による政策提案（発表時間、各自20～25分×５名）
　　　　①佐々木信夫「西多摩の将来～観光、オフィス、リゾート拠点化のススメ」
　　　　②成田　浩「東京都の多摩振興策の展開～産業振興とまちづくりの一体化」
　　　　③大平晃司「檜原村の魅力と観光を中心とした地域振興を考える」
　　　　④阿久津　航「東京多摩地域の市民自治の考察～昼夜間人口の動態を踏まえて」
　　　　⑤大勢待利明「多摩26市の人口増減と財政支出の関係分析」
特別講演⑥野澤高一「選挙の世論調査はどう行われるか」（中央大学客員研究員）
（３）質疑応答、登壇者討論「西多摩をどうするか」　　進行役：大平　晃司約５０分
　　　　　上記①～⑤の発表者＋清水洋邦・松尾紀子による討論
４）閉会のあいさつ～成田　浩

上記のシンポジュームの構成で、みっちり報告と議論を行った。
問題意識は現在の人口減少の中では８市町村がバラバラに活動していると衰退の道を辿る。工業団地やベットタウンで支
えられた時代は終焉。下記の２つの条件を満たすような地域づくりを４０万広域圏を形成する形で進めるべきだと提案。
地域づくりリーダーなどが熱心に聴いていた。
　ついては、具体的な提案として、圏央道の有利さを活かし、軽井沢と戦う地域づくりをめざすことが今後のポイント
で、自然、環境、観光、オフィス、空き家、温泉、清流を活かすべきと提案。
といった具合に具体例を出し、フロアーからもっと自然環境を生かした政策設計にも力を注ぐべきだという建設的な提案
（専門家、地域づくりリーダー）も戴き、有意義なシンポジュームであった。地域貢献という視点から見ても、この中央
大学の活動が高く評価されると感じた。

なし

A welfare analysis of a monocentric city model under monopolistic competition with heterogeneous firms and
VES preference
田所篤氏（京都大学），森田忠士氏（近畿大学）との共著

山本　和博　氏（大阪大学 大学院経済学研究科教授）

9名

代替の弾力性が可変的であるVES（Variable Elasticity of Substitution）型効用関数と企業の生産性の違いを組み込ん
だ独占的競争，それに加えて所得効果もあるモデルを用いると，競争促進効果が過少参入をもたらし，企業の生産性の違
いが過剰参入および生産性の高い企業の過少生産と生産性の低い企業の過剰生産をもたらす。この経済厚生上の性質が，
都市経済学においてどのような帰結をもたらすかを分析したのが山本氏の研究（近畿大学の森田氏，京都大学の田所との
共同研究）である。
　山本氏らは，市場均衡の企業数と最適企業数が一致すること，生産性の高い企業の過少生産と生産性の低い企業の過剰
生産が見られることを示した。そして結果として，セカンドベストではHGT（ヘンリージョージ定理）が成立するのにも関
わらず，資源配分は最適にはならないことを示した。なお独占的競争の都市経済学モデルでは「最適人口規模の下では，
総差額地代＝企業の固定費用の総計が成立する」がHGTに相当する。
　また外生変数である都市人口を増やすと，生産性の低い企業は淘汰されるか，その規模を縮小させ，生産性の高い企業
の規模は拡大することも示された。

なし

日本経済と日本銀行の金融政策

白井　さゆり　氏（慶應義塾大学総合政策学部教授）

30名

白井さゆり教授には、日銀審査委員時代の2015年に本研究会で報告していただいた。当時は、担当の欧州中央銀行（ECB）
との金融政策をめぐる折衝についてお話しを頂いたが、今回は、日銀審査委員会時代の経験を踏まえて、日本経済の現
状、米欧の経済/・金融状況と中銀の政策との比較などを議論し、その上で、今春に予定されている日銀の金融政策「正常
化」に関する白井教授の見方を詳細に説明した。多くのプロフェッショナルな質疑応答が17時20分まで続いた。講演の構
成は以下のとおり。
　Ⅰ.主要国・地域の経済・物価の現状と見通し
　Ⅱ.米国経済の動向と見通し
　Ⅲ.日本経済と金融政策見通し
　Ⅰでは米国経済と金融政策、ユーロ圏の経済と金融政策についてデータを用いて説明がなされた。米国経済はFRBの5％
を超える利上げにもかかわらず好調が続くが、EUはウクライナ戦争、天然ガスなど資源面の制約からインフレとなりECBの
金融政策は引き締められたが、経済は不況に落ち込んでいて、展望も不況基調である。Ⅱでは、米国経済の好調の理由に
ついて、情報産業・サービス産業の分析を含めて、詳細な説明があり、24年中の3回程度の金利引き下げが展望された。Ⅲ
では、現在予想されている日銀金融政策の「正常化」について、比較的抑制的な見解が示された。日本の実質賃金低下、2
四半期連続のマイナス成長などから判断して、「正常化」といってもマナス金利の是正　せいぜい0.1％程度までの金利引
き上げにとどまるのではないか。
講演後17時20分まで約50分にわたり、プロフェッショナルな内容の質疑応答が活発に行われた。大学関係者だけでなく、
民間シンクタンク研究者、日本経済新聞等のジャーナリスト、日銀・金融問題の専門家など幅広い出席者とQ&Aが続き、予
定時間を20分超過した。

なし

グローバル・バリューチェーンの地政学

なし

内生的貨幣供給理論批判への批判：最近の商品貨幣説の観点から株式価値を高める配当政策の探求とESG・SDGs投資の欺瞞

西多摩広域圏をどうするか
―観光、オフィス、リゾートで再生。連携中枢都市圏の形成を！―

①西多摩の将来～観光、オフィス、リゾート拠点化のススメ
②東京都の多摩振興策の展開～産業振興とまちづくりの一体化
③西多摩地域での電力供給の可能性を探る
④檜原村の魅力と観光を中心とした地域振興を考える
⑤清水洋邦＋松尾紀子「奥多摩の魅力と地域振興を考える」
⑥東京多摩地域の市民自治の考察～昼夜間人口の動態を踏まえて
⑦多摩26市の人口増減と財政支出の関係分析
⑧選挙の世論調査はどう行われるか

公開研究会


